
政府では、総合防災訓練大綱に
基づき南海トラフ地震、首都直下
地震を想定して緊急災害現地対策
本部運営訓練を実施しています。
緊急災害現地対策本部（以下、

「現対本部」という。）は、指定
地方行政機関、地方公共団体等
の各機関が実施する災害応急対
策の総合調整に関する事務のう
ち、現地において機動的かつ迅
速に処理する必要がある場合に
設置される組織です。
訓練では、災害対応に関する

座学研修、災害対応経験の共
有を行うためのグループ討議、
地震発生時に対応を要すると想
定される事案のうち、省庁間あ
るいは都府県との連携を要する
緊急輸送ルート確保、連携した

部隊の活動調整及び物資支援
等の課題について、その対応方
針（役割分担や作業工程等の確
認）を訓練参加者が討議する演
習を行いました。
南海トラフ地震想定で実施し

た11月の中部現対本部運営訓
練に平内閣府副大臣が、12月の
九州現対本部運営訓練に今井内
閣府大臣政務官が本部長として
参加され、要員に対し、指示の
伝達・講評等を行いました。また、
１月の近畿現対本部運営訓練で
は、避難所の円滑な運営に関す
る課題を検討する場面において、
ボランティア団体にも討議に参加
いただき、現対本部に対する要
望等を共有しました。
このほか、南海トラフ地震を想

定した四国現対本部運営訓練を
10月に、首都直下地震を想定し
た東京現対本部運営訓練を８月
に実施しました。
今後も訓練を通じ、現対本部

要員と関係地方公共団体等の顔
の見える関係を構築しつつ、政
府の災害対応力の向上につなげ
てまいります。

内閣府（防災担当）地方・訓練担当
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各県からの被害状況等の報告を受ける平内閣府副大臣
中部現対本部運営訓練（名古屋）

今後の対応方針等について指示を行う今井内閣府大臣政務官
九州現対本部運営訓練（熊本）

省庁、府県間で連携を要する課題への対応
策を本部会議で全体共有する様子
近畿現対本部運営訓練（大阪）

南海トラフ地震、首都直下地震を想定した
緊急災害現地対策本部運営訓練



近年、相次ぐ台風や集中豪雨
等の災害により、地域住民の生命・
財産が失われる被害や大規模停
電等が頻発しています。災害発生
時においては、災害情報や避難
情報を確実に取得することが大変
重要です。

放 送は、地 域住 民の生 活に 
密着した身近な存在であるととも
に、災害発生時は一斉にいち早く

「信頼できる情報」を伝達すると
いう極めて重要な役割を担ってい
ます｡ 例えば、我が国における各
メディアの信頼度について年代別
に調査した結果によると、テレビの
信頼度は平日１日あたりのインター
ネット利用時間が最も多い若年層
を含めた全年代で５割を超えてお
り、インターネットの信頼度と比
べても相対的に高くなっています。

また、ラジオ放送は、ラジオの
受信機と乾電池があればいつでも
どこでも聴くことができる、大変便
利なメディアです。東日本大震災

（平成23年3 月）をはじめ、これま
での大規模災害でもファースト 
インフォーマー（第一情報提供者）
として重要な役割を果たしてきま 
した。近年では、大規模停電の発
生時に情報入手が可能なメディア
として、北海道胆振東部地震（平成 
30年９月）や令和元年東日本台風 

においても、その高い有用性が改
めて認識されました。

総務省では、テレビ・ラジオの
放送事業者や地方公共団体等が
災害発生時の放送停波による情報
伝達の途絶をなくすといった防災
上の観点から予備送信所の整備を
行う事業や、地域住民に災害情報
等を迅速かつ確実に提供するため
の緊急割込放送設備や緊急警報
放送設備等の整備を行う事業、自
然災害を受けにくい安全な場所へ

送信所を移転する事業等に対して、
補助金による支援を行っています。

上記の支援措置の実施により、
災害発生時に必要不可欠な情報
を地域住民にお届けできるよう
放送ネットワークの強靱化を目指
していきます。

総務省情報流通行政局地上放送課

放送ネットワーク整備 
支援事業 

（地上基幹放送ネット 
ワーク整備事業）
https://www.soumu.go.jp/menu_
seisaku/ictseisaku/housou_suishin/
hosonet_kyojinka01.html
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１ 対象者

地方公共団体（複数の地方公共団体の連携主体を含む。）、民間放送事業者等

２ 補助率

地方公共団体の場合：１／２、民間放送事業者等の場合：１／３

３ 補助対象経費

①予備送信所設備等（予備送信所設備の整備）

②災害対策補完送信所等（送信所の移転、災害対策補完送信所）

③緊急割込放送設備等（緊急割込放送設備、緊急警報放送設備、緊急地震速報設備）

※地方財政措置に係る地方負担分に企業版ふるさと納税を充てることができる補助金です。

【対象設備イメージ】

放送ネットワーク整備支援事業（地上基幹放送ネットワーク整備事業）

被災情報や避難情報など国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、予備送信所設備等、

災害対策補完送信所等の新規整備及び緊急割込放送設備等の整備を行う地方公共団体、民間放送事業者等に

対し、費用の一部を補助することで、災害時における放送による地域住民への情報提供を可能なものとする。

～自然災害（津波・洪水・土砂災害）の可能性が高い場所～

～安全な場所～

ＦＭ

①予備送信所の整備

ＡＭ親局・中継局 既存のラジオ送信所

ＡＭ親局・中継局

ＡＭ ＦＭ

停波時のみ使用する
予備の送信所を
新たに整備

補完的に使用する中継局
（ＡＭラジオのＦＭ補完中継
局）を新たに整備

ＦＭ親局・中継局

③緊急割込放送設備等

演奏所（スタジオ）

住民

災害情報の迅速・正確な伝達に係る設備
（緊急割込放送設備、緊急警報放送設備、
緊急地震速報設備）の整備

②災害対策補完送信所

メディア別信頼度（全年代・年代別）
（出典）総務省（2018）「平成 29 年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」を 

基に作成。調査結果を令和元年度版情報通信白書で使用。

災害時に「信頼できる情報」を伝える
～放送ネットワークの強靱化のための支援措置について～

https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/hosonet_kyojinka01.html
https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/hosonet_kyojinka01.html
https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/hosonet_kyojinka01.html


政府においては、外国人材の受
入れ・共生のための取組みを、よ
り強力かつ包括的に推進していく 
観点から、「外国人材の受入れ・
共生のため総合的対応策」等を 
決定し、一丸となって関連施策を
実施することで、共生社会の実現
を目指しています。

災害発生時に、外国人に対す
る災害そのものや被災者の生活支
援、気象に関する情報の提供等
が重要性を増しています。このた
め、外国人が災害発生時に迅速

な避難行動を実施するために必要
な防災・気象情報を容易に入手で
きるようにする環境整備を、関係
省庁が連携して行っています。

具体的には、防災気象情報（緊
急地震速報、津波警報、気象警報
等）や地方公共団体が出す避難情
報（避難勧告等）に関する用語等
を14 か国語で多言語辞書として 
整理するとともに、緊急地震速報
等の緊急情報をプッシュ型で発信 
するアプリ「Safety tips」（セーフ
ティチップス）等によって、多言

語で 発 信 できる環 境の整 備を
行っています。また、気象庁ホー
ムページにおいては、気象警報、
地震情報、津波警報等の他、直
観的に大雨、洪水、土砂災害の危
険性を認識できるよう、色・数字
で危険度を示した地図（危険度 
分布）を 14 か国語で提供する等
の多言語化を行っています。

これらの取組みについて、空港や
地方出入国管理官署、地方公共団
体の各種窓口等を通じて外国人へ
の周知・普及促進を図っていきます。

内閣府（防災担当）防災計画担当
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外国人に対する災害情報の発信に関する取組について
（「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（H30.12.25関係閣僚会議決定）」、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について（R1.6.18関係閣僚会議決定）」及び、
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）（R1.12.20関係閣僚会議決定）」に基づく取組）

民間アプリ・ウェブサイトへの活用促進や、地方出入国在留管理官署、地方公共団体の各種窓口等を通じた周知・普及促進

緊急地震速報、津波警報、気象警報、避難勧告等に関する多言語辞書
（※）を か国語で作成
（※）多言語辞書：民間アプリ・ウェブサイトによる防災・気象情報の多言語での提供を
促進するため、それら情報に用いる地名や用語、伝達文など約7,000語を多言語で掲載

〇 気象庁 において、大雨、洪水、土砂災害の危険度を色分けで
示した地図を提供

多言語辞書の作成

対応内容

「 」（※）に多言語辞書を反映し、気象情報等を か国語で発信

気象情報等に関する多言語辞書を反映し、14か国語で発信。
対応内容

〇 気象庁 において、気象情報を か国語で発信

（※）Safety tipsについて
緊急地震速報や国民保護情報等の緊急情報を発信する
プッシュ型情報発信アプリ

プッシュ通知 取るべき行動

中国語（簡体字）の例

※14か国語：日本語、英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、タイ語、インドネシア語、タガログ語、ネパール語、クメール語、ビルマ語、モンゴル語

〇外国人が災害発生時に迅速な避難行動に必要な情報を容易に入手できるようにすることが重要。
〇内閣府、総務省、消防庁、観光庁、気象庁が連携し、防災・気象情報の多言語での発信等に係る環境を整備。

アプリによるプッシュ型の情報発信

ウェブサイトによる情報発信

14か国語で作成し、
HPにて公表。

対応内容

色に応じた危険度レベルを数字で設定
するほか、解説文を14か国語で表示。

対応内容
危険度分布の解説文とベトナム語の例

「気象庁 多言語での気象情報発信」

「気象情報等の多言語辞書」

「避難勧告等の多言語辞書」

14か国語で作成し、HPにて公表。

「観光庁 に関する情報」
「観光庁 トップページ」－「観光庁メディア」欄の「 」

For Android

For iPhone

プッシュ型
災害時 

情報発信 
アプリ

Safety tips
こちらから 

ダウンロード
できます

外国人に対する
災害情報の発信に関する取組み
～防災・気象情報の多言語配信～



防災・減災において、人工知能
（ ＡＩ：Artificial Intelligence） 技
術への期待が高まっています。

令和元年 5月に防災基本計画が
改正され、「情報通信技術の発達を
踏まえ、ＡＩ、IoT、クラウドコンピュ 
ーティング技術、SNS など、ICT の
防災施策への積極的な活用が必
要」との記述が追加されました。

また、令和元年 6 月に統合イノ
ベーション戦略推進会議はＡＩ戦
略 2019 を取りまとめ、「近年多発
する自然災害に対応した、ＡＩを
活用した強靭なまちづくり」を具体
的目標の１つとしました。

内閣府の総合科学技術・イノ
ベーション会議が推進する「戦略
的イノベーション創造プログラム

（SIP）」では、防災・減災分野の

課題である「国家レジリエンス（防
災・減災）の強化」（図参照）に
おいて、ＡＩ技術を活用した、津
波や風水害における人的被害の軽
減、災害対応機関の人手不足解
消、迅速な災害対応等を目指した
研究開発を推進しています。

具体的には、災害時に SNS 上で
ＡＩが人間に代わって自動的に被
災者と対話することにより、国民一
人ひとりに避難等の情報を提供し、
また、被災者等から被災状況をＡＩ 
により収集・分析する防災チャッ
トボット、災害時にＡＩが人間に代
わって自動的に衛星画像データを
解析し、被災範囲を即時に判読す
るシステム、ＡＩを活用して市町村
長の避難指示・勧告の発令の判断
に必要なデータを自動的かつ迅速

に抽出し、地区単位でリスク指標を
表示する避難判断・誘導支援シス
テムをそれぞれ研究開発しており、
今後の実用化を目指しています。

災害が多発する一方、少子高齢
化により人手不足が進む日本におい
て、ＡＩを活用した避難支援、人手
不足解消、迅速な災害対応に向け
た研究開発が進むことにより、今後、
南海トラフ地震等の巨大地震、スー
パー台風や線状降水帯による風水
害による被害を軽減し、早期復旧を
実現することが期待されています。

こうしたＡＩを活用した防災・減
災技術は、現在の災害対応を格段
に深化させるものであり、その実
現のため、課題を克服しつつ、引
き続き研究開発及び社会実装に取
り組んでいきます。

内閣府（科学技術・イノベーション担当）
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避難対象エリアの指定
避難・勧告指示タイミング

緊急活動の優先順位付け

Ⅶ．市町村災害対応

Ⅳ．水資源の効率的確保
災害時の緊急的な水源
確保や渇水被害の軽減
のため，地下水障害に
対応して持続可能な地
下水取水可能量を把握
する災害時地下水利用
システムを開発．

Ⅴ．線状降水帯対策
線状降水帯による水害・
土砂災害からの避難エリ
アの指定や，避難勧告・
指示のタイミング判断の
ため，観測と分析を組み
合わせた線状降水帯観
測・予測システムを開発．

大量の災害情報を 処理し，必要な情報を自動抽出することで，避難対象エリアや
避難勧告・指示タイミングの判断の支援を行う市町村災害対応統合システムを開発．

気候
変動

あらゆる手段を用いて，避難に必要となる
災害情報を収集し，国民一人ひとりへ提供
衛星 ドローン 位置情報 チャットボット

ヘリ プローブデータ

交通量把握・迂回路設定

保健医療資源の最適配分

物資需給マッチング途絶領域での
通信確保

避難所運営大規模・広域避難

Ⅰ．避難・緊急活動支援

連携

第 期 の成果である を活用し，大規模災害に対して広域避難・緊急活動
を確実に実施し，国民一人ひとりに対して避難に必要な災害情報の提供を実現する
避難・緊急活動支援統合システムを開発．

Ⅲ．広域経済早期復旧支援
地域 の作成や，主要インフラ被災
状況の迅速なモニタリングに基づいた
最適な応急復旧の支援を行う広域経済
早期復旧支援システムを開発．

操
業
度

時間軸

災害発生
復旧

現状の復旧曲線
BCPによる復旧曲線

Ⅵ．スーパー台風対策
スーパー台風による高潮・高
波，河川水位，氾濫
エリアを予測
するスーパー
台風被害予測
システムを開発．

Ⅱ．被災状況解析・予測

災害発生

衛星データやビッグ
データを 等を活用
して解析することで
被災状況を把握し，
ニーズに応じて共有
する被災状況解析・
共有システムを開発．

大規模
災害

国の災害対応

図 SIP「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」の概要
SIP「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」の概要

https://www8.cao.
go.jp/cstp/gaiyo/sip/

http://www.nied-
sip2.bosai.go.jp/

戦略的イノベーション
創造プログラム（SIP）

の概要（内閣府）

国家レジリエンス
（防災・減災）の強化

（防災科学技術研究所）

AI 技術の防災・減災への活用

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/
http://www.nied-sip2.bosai.go.jp/
http://www.nied-sip2.bosai.go.jp/


AI 防災協議会では、令和２年 
1月16日、神戸市において令和元年
6月の成立から12月までの半年間
の取組みと成果について振り返る
とともに、今後のビジョンについて
議論する場としてシンポジウムを
開催し、自治体職員を中心に100
名以上の参加をいただきました。

シンポジウムでは冒頭に内閣府
副大臣の平将明氏からご挨拶を
いただき、内閣府の「戦略的イノ
ベーション創造プログラム」（SIP）
で実施しているプロジェクトの紹
介と今後の AI 活用への期待につ
いて述べていただきました。また
開催地である神戸市副市長の油
井洋明氏より、阪神淡路大震災
から 25 年を迎える神戸市の防災
の取組み、AI 防災に対する期待
について述べていただきました。

基 調報告としては、半年の間
に行った各プロジェクトとして、基
盤的防災情報流通ネットワーク 

「SIP4D」、防 災チャットボット
「SOCDA」 、リアルタイムで災害
情報を共有する「Riskmap」、被

災者支援 FAQ チャットボットに
ついて、これまでの取組みと成果
を報告いたしました。

実際にプロジェクトを実施した
国土交通省中部地方整備局三重
河川国道事務所、神戸市、千葉県
も登壇し、「操作に不慣れな市民に
どう活用してもらうか」、「自治体側
の体制づくりをどうするか」といっ
た課題等を報告いただきました。

パネルディスカッションでは
「AIを使った防災とは？」と題して、
実際にAI が防災においてどのよう
な面で期待されるか、どのような
面が課題か議論が行われました。
AIへの期待として、行政の手続き
が簡単になること、行政の事務量
が削減できること、今までは得ら
れなかった情報が収集ができる
こと等が挙げられました。

激甚化する災害状況をみると、
市民一人ひとりが災害の状況やリ
スクを把握し適切な避難行動が
できるようにすることが求められ
ています。国や自治体の情報を
SOCDA 等に取り込んで、避難行

動のスイッチとなる情報発信をす
ることが考えられます。今後の課
題としては、情報の収集と情報
の提供を機能的につなげていくこ
と、どのように情報を出していけ
ば避難行動につながるか等が挙げ
られました。

AI防災協議会では今後も議論
や実証訓練等を重ねた上で、プロ
ジェクトの検証を行い、より社会
のニーズに合った防災・減災シス
テムの構築を目指してまいります。

なお、AI防災協議会では令和
２年１月 17 日に神戸市で、SOCDA
を利用した市民参加型の情報共有
実証実験を実施しました。多くの
市民が参加し、実際に防災チャッ
トボットでの投稿を行い、その結
果、被害状況マップがリアルタイ
ムに共有されました。このレポート
については別途公表予定です。

AI 防災協議会  事務局長  福島直央

�ＡＩ防災協議会�
ホームページ
https://caidr.jp/

16 ぼうさい    令和2年　春号  （第 98号）

AI 防災協議会シンポジウム、会場の様子

平将明内閣府副大臣

災害時のAI活用に向けて
～AI防災協議会シンポジウム～
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